
（２２）　監査委員事務局

　　　　 併　公平委員会事務局
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

51
0

県支出金 0

一般財源 51 51

その他 0 その他

0

0

0

0

県支出金

市債

0 予算額

一般財源

国庫支出金国庫支出金

市債
事業の財源

（千円）

予算額 国庫支出金 0 予算額

市債 0
5151

県支出金 0

0

一般財源 51

その他

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

目
標
値

-活動指標

成果指標 - -

令和８年度

１　固定資産評価審査事業
　地方税法第423条により設置された固定資産評価審査委員会
へ、地方税法第432条により固定資産台帳に登録された価格に
不服がある場合において審査申出のあった件に関し、速やかに
調査及び事実審査を行い、30日以内に審査の決定をする。

主な支出
委員報酬　5,000円×3人×3回＝45,000円

１　固定資産評価審査事業
　地方税法第423条により設置された固定資産評価審査委員会
へ、地方税法第432条により固定資産台帳に登録された価格に
不服がある場合において審査申出のあった件に関し、速やかに
調査及び事実審査を行い、30日以内に審査の決定をする。

主な支出
委員報酬　5,000円×3人×3回＝45,000円

１　固定資産評価審査事業
　地方税法第423条により設置された固定資産評価審査委員会
へ、地方税法第432条により固定資産台帳に登録された価格に
不服がある場合において審査申出のあった件に関し、速やかに
調査及び事実審査を行い、30日以内に審査の決定をする。

主な支出
委員報酬　5,000円×3人×3回＝45,000円

- -

-

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

固定資産評価審査事業
一般会計

事務事業
概要

固定資産評価についての不服申出に対し、審査する。
款項目 020101

事業 6

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

監査総務課5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点



海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

137

県支出金 0

137

一般財源 137

その他 0 その他 0

市債 0 市債

0

137

県支出金 0

0 予算額 国庫支出金 0 予算額 国庫支出金

その他

県支出金 0

0

一般財源 137

事業の財源
（千円）

予算額 国庫支出金

-

0

一般財源 137

市債 0

目
標
値

活動指標

成果指標 - -

- - -

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度 令和８年度

１　公平委員会事務事業
　地方公務員法第7条第3項により設置された公平委員会へ、職
員による地方公務員法第8条第2項に掲げられた給与・時間外勤
務・その他勤務条件に関する措置要求等の提出に対し、審査及
び処理等を行う。

主な支出
委員報酬　　　　　　　　　　　　5,000円×3人×4回＝60,000円
負担金（全国・東海・岐阜県公平委員会連合会）　 72,000円

１　公平委員会事務事業
　地方公務員法第7条第3項により設置された公平委員会へ、職
員による地方公務員法第8条第2項に掲げられた給与・時間外勤
務・その他勤務条件に関する措置要求等の提出に対し、審査及
び処理等を行う。

主な支出
委員報酬　　　　　　　　　　　　5,000円×3人×4回＝60,000円
負担金（全国・東海・岐阜県公平委員会連合会）　 72,000円

１　公平委員会事務事業
　地方公務員法第7条第3項により設置された公平委員会へ、職
員による地方公務員法第8条第2項に掲げられた給与・時間外勤
務・その他勤務条件に関する措置要求等の提出に対し、審査及
び処理等を行う。

主な支出
委員報酬　　　　　　　　　　　　5,000円×3人×4回＝60,000円
負担金（全国・東海・岐阜県公平委員会連合会）　 72,000円

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

公平委員会事務事業
一般会計

事務事業
概要

職員からの勤務条件等の措置要求等の申立等に対する審査を
行う。

款項目 020１10

事業 1

5 活動指標 指標の
説明

-
担当課

（指標設定しない）

監査総務課5-5 成果指標 指標の
説明

-
（指標設定しない）

重点
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海津市第２次総合計画 ■　第８期　実施計画

基本目標 協働による　自主的・自立的な　まちづくり

施策 効率的な行財政運営の推進

事業名

□ 義務 ■ 国規定 □ 県規定 ■ 市規定 □ なし

国庫支出金 0

令和８年度

１　監査事務事業
　　監査委員による各種監査を実施。
　　　　監査委員報酬（2名）　840千円
（１）　例月出納検査（毎月）
　地方自治法第235条の2第1項・地方公営企業法第31条

（２）　決算審査
　地方自治法第233条第2項、第241条第5項

（３）　財政健全化審査
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項・第22
条第1項

（４）　財政援助団体等監査
　地方自治法第199条第7項

（５）　定期監査
　地方自治法第199条第1項・第4項

（６）　住民監査請求審査
　地方自治法第242条第5項

16回

予算額 国庫支出金 0

370件

1,057

県支出金 0

その他 0

一般財源 1,057

市債 0

一般財源 1,057 一般財源 1,057

1,057

県支出金 0

市債

0県支出金

その他

市債 00
事業の財源

（千円）

予算額

1,057

16回 16回

410件 390件

目
標
値

活動指標

成果指標

国庫支出金

0 その他 0

0 予算額

主な事業
の概要

（年次計画）

令和６年度 令和７年度

１　監査事務事業
　　監査委員による各種監査を実施。
　　　　監査委員報酬（2名）　840千円
（１）　例月出納検査（毎月）
　地方自治法第235条の2第1項・地方公営企業法第31条

（２）　決算審査
　地方自治法第233条第2項、第241条第5項

（３）　財政健全化審査
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項・第22
条第1項

（４）　財政援助団体等監査
　地方自治法第199条第7項

（５）　定期監査
　地方自治法第199条第1項・第4項

（６）　住民監査請求審査
　地方自治法第242条第5項

１　監査事務事業
　　監査委員による各種監査を実施。
　　　　監査委員報酬（2名）　840千円
（１）　例月出納検査（毎月）
　地方自治法第235条の2第1項・地方公営企業法第31条

（２）　決算審査
　地方自治法第233条第2項、第241条第5項

（３）　財政健全化審査
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項・第22
条第1項

（４）　財政援助団体等監査
　地方自治法第199条第7項

（５）　定期監査
　地方自治法第199条第1項・第4項

（６）　住民監査請求審査
　地方自治法第242条第5項

根拠法令

関連
計画

なし

会計名

監査事務事業
一般会計

事務事業
概要

法令に基づいた各種監査の実施。
款項目 020601

事業 1

5 活動指標 指標の
説明

例月出納検査及び定期監査等の年間実施回数
担当課

例月出納検査及び定期監査等の実施回数

監査総務課5-5 成果指標 指標の
説明

例月出納検査及び定期監査における指導事項
（軽微な事項も含め）の年間件数年間指導件数

重点


